
※内訳（森林整備･林業活性化基金事業）

2,000 
(H25) (H24) (H25)

1
森林整備･林業活性化基金事業（森林組
合経営診断）

森林組合組合
5 0

課題3 森林組合の組織経営基盤の強化

(H32) (H24) (H25)
1

森林整備･林業活性化基金事業（流通経
費支援）

林業者等
166,000 78,294

課題2 原木流通の合理化

(H32) (H24) (H25)
抵抗性マツ生産力強化事業 県 9,584 

30.0 4.3
課題4

県民の生活環境を保全する海岸林の
再生

(H32) (H24) (H25)
公共建築物等における木造率 ％

15 3 森林整備・林業活性化基金事業（木造公
共施設整備）

課題2
公共建築物等における県産材の利用
促進

県、市町 150,000 

 

2
森林整備・林業活性化基金事業（海岸林
等再生）

ha

森林整備・林業活性化基金事業（森林境
界の明確化）

協議会構成員 33,300 

230

(H24)

2

再掲 森林整備･林業活性化基金事業（※） 388,011 林業者等

4

(H25)

5

1

1

1

300
人

(H27) (H24) (H25)

252
いしかわ森林環境基金事業（ソフト）

37,427 

森林組合等森林整備・林業活性化基金事業（路網） 996,480 

森林整備・林業活性化基金事業（間伐） 422,375 公社、市町、県

(H25) (H24) (H25)
1 造林事業（公共） 市町、森林組合 916,209 

今後の
方向性（年度） （年度） （千円） （千円）

決算
課題 成果指標 単位

目標値
（年度）

現状値
事務事業

氏名

課長

事業の
有効性

課題に対する主な取り組み 評価

対象

現状値
評価

（年度）

予算

氏名 片山　健二

評価者 組織 職

単位

施策1

再生可能資源である木材の利用促進と木
材産業の活性化

目標値
（年度）

施策体系シート（行政経営Ｂシート）

作成者 組織 森林管理課 職

(H24)

（年度）

課題2

施策の目標 成果指標

ha
（H32）

施策2

40,000 8,246

（H32）

19

(H24) (H25)

(H25)

多面的機能の持続的発揮に向けた多様
で健全な森林の整備・保全

10年間の間伐実施面積（累計）

千m3県産材の供給量
森林の健全な育成と木材の安定供給を担
う林業の再生・飛躍

124300

(H24) (H25)

施策3
19

市町
（H32）

施策1 課題1

施策

施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題

適切かつ計画的な森林整備の推進

木材利用促進法に定める市町方針の策定数

間伐実施面積（年間）
3,192

ha
4,000

 

2,000 2,843

(H25) (H24)

3

2

㎥

541,333 
 

いしかわ森林環境基金事業（ハード） 森林組合等

29,500 市町、NPO等

(H25)
防除計画松林松くい虫防除事業1松くい虫被害量森林病虫獣被害の軽減

課題3 県民の理解の増進 フォレストサポーター養成人数

間伐材生産量（年間）

抵抗性クロマツ植栽延べ面積

経営ビジョン・中長期計画の作成組合数

施策3 課題1 良質な県産材製品の供給体制の強化 県産材使用住宅メーカー数 社

石川の木材利用推進事業

100 66
高性能林業機械の導入台数 台

(H32) (H24)

(H32)

194

m3

 48,850      

(H25)

388,011 森林整備･林業活性化基金事業（※） 林業者等

1

40,000 

施策2 課題1 零細な伐採業者等の組織化の支援

高性能林業機械の導入

10,700 林業者等

市町 55,197 

木材加工施設整備 339,161    
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事業の背景・目的

事業の概要

１．森林環境保全直接支援事業

２．環境林整備事業
（１）広葉樹林化等整備

（２）被害森林整備

（３）保全松林緊急保護整備

事業内容

人工造林、樹下植栽等、下刈
り、雪起こし、倒木起こし、枝打
ち、除伐等、間伐、更新伐、付
帯施設等整備、森林作業道整
備

人工造林、樹下植栽等、下刈
り、雪起こし、倒木起こし、枝打
ち、除伐等、衛生伐、更新伐、
付帯施設等整備、森林作業道
整備

　戦後に営々として造成されてきた人工林において、集約化して計画的な森林整備を行う者を対象に、造
林、下刈、間伐等の持続的な森林施業に対して支援を行う。

　気象害等による被害森林であって、自助努力等によっては適切な整備が期待できない森林において人工
造林等の施業を行う。

　森林病害虫等防除法に掲げる松くい虫が運ぶ線虫類により被害が発生している松林において、公益的
機能の高い健全な松林の整備又は樹種転換を行う。

　自助努力等によっては適切な森林整備が期待できない森林について、広葉樹林化や針広混交林化に向
けた施業を行う。

区分 森林環境保全直接支援事業

評価 左記の評価の理由

事業の有効性
（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性
（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

環境林整備事業

項目

平成25年度
684,626 561,865

平成21年度
916,209

平成22年度 平成23年度 平成24年度
932,341

事業終了予定年度

多面的機能の持続的発揮に向けた多様で健全な森林の整備・保全

事業費
予算

課題
指標

根拠法令
・計画等

4,000

　森林は間伐材等の林産物を供給するとともに、県土保全、水源かん養、保健休養の場の提供、自然環境の
保全等多種多様な機能を有している。特に、近年は地球温暖化が社会問題となる中、森林整備の推進によ
る対応が緊急の課題となっている。
　このような状況下において、自然的条件に適応し、かつ社会的経済的要請を反映した適正な森林整備を推
進することで、林産物の安定供給等を通じて山村地域の振興に資するとともに、森林の有する多面的な機能
の高度な発揮を図るものとする。

事務事業名 造林事業（公共）
事業開始年度 Ｓ２１

施策

目標値

石川県造林事業補助金交付要綱、市町村森林整備事
業計画 内線 4812

平成25年度
5,054

評価

3,192
平成21年度

現状値
間伐実施面積（年間）

施策・課題の状況

平成22年度

適切かつ計画的な森林整備の推進

職・氏名 専門員　棚部　一将
電話番号 076 225 1646

決算 932,341
167,065

684,626 561,865

作
成
者

組織名 農林水産部　森林管理課

平成23年度 平成24年度

ｈａ

1,272,064

平成25年度

事業費
（単位：千円）

単位

5,278 5,015

119,633
210,962
210,962

1,272,064

評価
事業費累計 7,297,907 7,982,533 8,544,398 9,816,462 10,732,671

167,065
一般
財源 223,399 156,531決算

予算 223,399 156,531

行政経営シートC （事務事業調書） 
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事業の背景・目的

事業の概要

＜事業主体＞
県・市町・林業公社・森林組合等

＜事業期間＞

平成２１年度から平成２６年度

これまでの見直し状況
評価

事業費

事業費累計 58,965 497,243 983,629 1,341,652

110,826

1,764,027

＜内容＞
　間伐、更新伐、森林作業道整備

　地球温暖化防止に向けた森林吸収目標の達成と木材・木質バイオマスを活用した低炭素社会の実現
が求められる中、森林整備・林業活性化基金を設置した。平成２４年度からは、東日本大震災により被
害を受けた住宅等の再建など、震災復興に必要な木材を安定的に供給することを目的として、県産材
生産のための搬出間伐等に要する経費を助成するなど、引き続き、間伐等の森林整備の加速化と、間
伐材等の森林資源を活用した林業・木材産業等の地域産業の再生を図る。

一般
財源

予算

決算

指標

平成25年度

ha

平成23年度

単位

平成24年度

評価

施策・課題の状況

076

平成25年度

予算 126,842

平成23年度

451,135 496,780

決算 58,965 438,278 486,386

358,023 422,375

平成25年度

116,784

358,023

110,826

事業費
（単位：千円） 平成21年度 平成22年度 平成24年度

5,278 5,015 5,054 3,192

4811電話番号

事務事業名 森林整備・林業活性化基金事業（間伐）

事業開始年度 Ｈ２１

根拠法令
・計画等

石川県森林整備・林業活性化基金条例

Ｈ２６事業終了予定年度

職・氏名 専門員　棚部　一将

間伐実施面積（年間）

課題

225

適切かつ計画的な森林整備の推進

施策 多面的機能の持続的発揮に向けた多様で健全な森林の整備・保全

1646 内線

作
成
者

4,000

目標値 現状値

平成21年度 平成22年度

組織名 森林管理課

平成２３年度に石川県森林整備・林業活性化基金条例を改正し、事業期間を平成２６年度までとした。

今後の方向性
（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

事業の有効性
（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

項目 評価 左記の評価の理由

行政経営シートC （事務事業調書） 
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事業の背景・目的

事業の概要
１．森林環境の整備（ハード）
　　手入れ不足林の強度間伐及びこれと合わせて実施する侵入竹の一体的な除去について費用を補助

H25森林整備面積

２．森林環境整備の推進及び経過調査等
　手入れ不足林等の現地調査・森林所有者との協定締結について定額を補助
　対象区域における環境影響調査、施工地のモニタリング調査
　森林所有者への事業内容説明パンフレットの作成等

事業主体
１．森林環境の整備 ・・・森林組合、民間事業体、市町
２．森林環境整備の推進及び経過調査等 ・・・市町、県

補助率
１．森林環境の整備 ・・・造林公共：１０／１０（国41､44%、県59､56%）

・・・基金単独：１０／１０（県）
２．森林環境整備の推進及び経過調査等 ・・・１０／１０（県）　　５／１０（国）、５／１０（県）

事業期間
平成１９年度から２８年度（１０カ年）

今後の方向性
（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

間伐実施面積（年間） 単位

4,000 5,278

事業費
平成24年度

作
成
者

組織名
職・氏名
電話番号

適切かつ計画的な森林整備の推進

1644 内線 4819
事務事業名 　いしかわ森林環境基金事業（ハード）

事業開始年度 H19
根拠法令
・計画等

いしかわ森林環境基金事業補助金交付要綱

事業終了予定年度 H28 農林水産部　森林管理課
専門員　西山　宏
０７６ 225

5,054 3,192

ｈａ

施策・課題の状況
施策

現状値
平成25年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

（単位：千円） 平成21年度 平成22年度 平成23年度

多面的機能の持続的発揮に向けた多様で健全な森林の整備・保全 評価

5,015

平成25年度

536,935
事業費

予算 896,645 620,483 611,784 536,997 541,333
決算 896,645 620,396 611,784
予算
決算

評価 左記の評価の理由

事業の有効性
（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

2,009,483 2,629,879 3,241,663 3,778,598 4,319,931
評価

　森林は、水源のかん養、山地災害の防止、生活環境の保全など、県民の暮らしに欠くことのでき
ない公益的機能を持っている。しかし、奥地などにある森林は、林業採算性の悪化や山村の過疎
化等によって、経済活動を前提としたこれまでの制度では整備が行き届かず、水源のかん養機能
等の低下が懸念されている。
　こうした現状をふまえ、H19年度から導入された「いしかわ森林環境税」により、H23年度までに水
源地域等に存在する森林環境の整備を実施してきた。
　しかし、依然として多くの手入れ不足人工林が残されていること及び竹林の放棄に伴う手入れ不
足人工林への竹の侵入が見られることから、H24年度以降は強度間伐と侵入竹の除去を一体的に
実施することにより、森林が本来有する多面的機能の高度発揮に資する。
　併せて県民の理解増進と県民参加による森づくりの取組についても継続し、県民の意識の醸成
に努める。

1,680ha 521,500千円

課題

事業費累計8,850千円
10,883千円

100千円 項目

一般
財源

指標
目標値

行政経営シートC （事務事業調書） 
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事業の背景・目的

事業の概要

＜事業主体＞

県・市町

＜事業期間＞

平成２１年度から平成２６年度

これまでの見直し状況
条例の見直しにより、事業期間を平成26年度までとした。

電話番号 内線

今後の方向性
（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性
（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

Ｈ２６事業終了予定年度

施策

225

作
成
者

組織名 森林管理課

職・氏名 課長補佐　井上　一隆

間伐実施面積（年間）指標

平成21年度

1646

事務事業名 森林整備・林業活性化基金事業（路網）

事業開始年度 Ｈ２１

根拠法令
・計画等

石川県森林整備・林業活性化基金条例

（単位：千円） 平成21年度 平成22年度 平成23年度

4811076

平成25年度

目標値 現状値

多面的機能の持続的発揮に向けた多様で健全な森林の整備・保全

予算 700,000 1,031,134

5,054 3,192

平成24年度 平成25年度
事業費

38,557 48,480

決算

754,968 505,497 996,480

決算 700,000 687,613 670,788

評価

38,519
一般
財源

予算

3,560,340

平成25年度

ha

平成23年度

単位

平成24年度

評価

施策・課題の状況

4,000

参考指標

適切かつ計画的な森林整備の推進

2,563,860事業費累計 700,000 1,387,613 2,058,401

　地球温暖化防止に向けた森林吸収目標の達成と木材・木質バイオマスを活用した低炭素社会の実現
が求められる中、森林整備・林業活性化基金を設置した。平成２４年度からは、東日本大震災により被
害を受けた住宅等の再建など、震災復興に必要な木材を安定的に供給することを目的として、林内路
網の整備に要する経費を助成するとともに、引き続き、間伐等の森林整備の加速化と、間伐材等の森林
資源を活用した林業・木材産業等の地域産業の再生を図る。

＜内容＞
　林業専用道の整備

事業費
505,459

平成22年度

5,278 5,015

課題

平成22年度 平成23年度

1,600 123 270 436 622

平成32年度 平成21年度

km
目標値 現状値

平成24年度 平成25年度

森林作業道の開設延長 単位

行政経営シートC （事務事業調書） 
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事業の背景・目的

事業の概要
（１）事業内容

① 境界明確化に向けた事前調査
② 境界明確化現地調査
③ 間伐の実施に向けた成果の整理

（２）事業主体
石川県森林整備・林業活性化協議会構成員

（３）補助率
定額（45,000円/ha）

これまでの見直し状況

事業費累計 29,250 63,000

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

96,420

項目 評価 左記の評価の理由

129,720
評価

予算
決算

33,300
決算 29,250 33,750 33,420

事業費
予算 29,250 33,750 33,420

事業費
（単位：千円） 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

現状値
ｈａ

4,000 5,278 5,015 5,054 3,192
平成25年度

目標値

4821

指標 間伐実施面積（年間） 単位

平成25年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

施策・課題の状況

事務事業名
森林整備・林業活性化基金事業
（森林境界の明確化）

事業開始年度 Ｈ２2
根拠法令
・計画等

石川県森林整備・林業活性化基金条例

森林管理課

076 225

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1642 内線

Ｈ２６ 作
成
者

組　　織
職・氏名 技師　一二三　悠穂
電話番号

一般
財源

　林業採算性の悪化や山林の相続に伴い、所有山林に関心が低い森林所有者が増加しており、森林
境界等について把握できていないことから、間伐等の整備が実施されていない森林が増加してきてい
る。集約化した間伐を進めるために、境界が不明であることで間伐実施の前提条件が整わない森林に
おいて実施する境界の明確化に対して支援する。

課題
施策 多面的機能の持続的発揮に向けた多様で健全な森林の整備・保全 評価

適切かつ計画的な森林整備の推進
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事業の背景・目的

事業の概要

Ｈ２５計画

これまでの見直し状況

523,286

35,006
34,56433,645

40,024 34,610

566,087

項目 評価 左記の評価の理由

603,514
評価

事業費累計 448,357

37,636
決算 52,370 37,630

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

487,913

37,427
決算 76,349 39,556 35,373 42,801
予算 79,358 39,570 42,130

事業費
（単位：千円） 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

42,856
事業費

現状値
m3

2,000 2,855 2,348 1,752 2,843
平成25年度

目標値

4820

指標 松くい虫被害量 単位

平成25年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

課題
施策 多面的機能の持続的発揮に向けた多様で健全な森林の整備・保全 評価

森林病虫獣被害の軽減

施策・課題の状況

事務事業名 松くい虫防除事業
事業開始年度 Ｓ５７～

根拠法令
・計画等

森林病害虫等防除法

森林管理課

076 225

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1644 内線

作
成
者

組　　織
職・氏名 技師　渥美　幸大
電話番号

　松くい虫被害の蔓延を防ぐため、保全すべき松林において重点的に薬剤散布、伐倒駆除及び特別伐
倒駆除を実施し、この区域内における松くい虫被害の徹底防除を図る。また、これら周辺松林において
は保全すべき松林への松くい虫への進入を防ぐため、伐倒駆除や樹種転換等の総合的・計画的な被
害対策を実施することにより松林の保全を図る。

空中散布(ha) 716
地上散布(ha) 247

森林病害虫等防
除法における松く

い虫被害対策

事業費(千円） 37,427

伐倒駆除(m3) 2,140
事業費(千円） 33,285

予防

駆除造林事業

松くい虫防除事業

一般
財源

予算 54,725
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事業の背景・目的

事業の概要
（１）事業内容

①海岸林対策
保全松林対策・・・松くい虫被害予防のための伐倒駆除及び樹幹注入

②里山林対策
鳥獣害防止等施設整備・・・鳥獣害防止のためのネット巻等の簡易な施設整備

（２）事業主体
県、市町

（３）補助率
定額（１０／１０）

これまでの見直し状況

電話番号

一般
財源

　海岸林の松は、松くい虫により衰退が進行し、公益的機能の低下が懸念されている。一方、里山林に
おいては手入れ不足林により、やぶ化しており鳥獣害の原因となっている。
　このため、海岸林においては伐倒駆除及び樹幹注入を施行し、松林の再生による公益的機能の回復
を図り、里山林においてはネット巻等の簡易な施設整備を行い鳥獣害の防止を図る

課題
施策 多面的機能の持続的発揮に向けた多様で健全な森林の整備・保全 評価

森林病虫獣被害の軽減

225

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1644 内線

Ｈ２６ 作
成
者

組　　織
職・氏名 技師　渥美　幸大

平成24年度

施策・課題の状況

事務事業名 森林整備・林業活性化基金事業（海岸林等再生）
事業開始年度 Ｈ２１

根拠法令
・計画等

石川県森林整備・林業活性化基金条例

森林管理課

076

目標値

4820

指標 松くい虫被害量 単位

平成25年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成25年度

現状値
m3

2,000 2,855 2,348 1,752 2,843
平成25年度

事業費
予算 49,217 117,043

事業費
（単位：千円） 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

109,011 0 150,000
決算 49,217 117,042 109,011 0
予算
決算

275,270

項目 評価 左記の評価の理由

425,270
評価

事業費累計 49,217 166,259 275,270

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）
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事業の背景・目的

事業の概要
（１）いしかわの森づくり普及広報推進事業（県営）

森づくりに関する普及広報、説明会の開催、優良活動団体の表彰、評価委員会開催等
（２）いしかわ森林環境実感ツアー（県営）

手入れ不足林やその整備状況等の見学会や木育教室の開催
（３）いしかわ森づくり推進月間事業（県営）

毎年１０月を森づくり推進月間とし、県内各地で県民森づくり大会を開催
（４）企業の森づくり推進事業（県営）

社会貢献に積極的な企業が、森づくり活動へ参加するためのフィールド紹介等の支援
（５）森づくり活動事例発表会(県営）

ＮＰＯ等に活動事例を発表してもらい、森づくり活動の活性化を図る
（６）こども森の恵み推進事業（補助事業）

小中高校生等参加のもとに行う植樹や炭焼き等の森林体験活動を行うＮＰＯ等に対する支援
（７）いしかわ身近な森保全事業（補助事業）

市町等が集落等と協働し里山林等の保全、活用する取組に対する支援

事業主体
（１）、（２）、（３）、（４）、（５）：県
（６）：市町、小中高等学校、ＮＰＯ等
（７）：市町等

これまでの見直し状況

142,477 171,977
評価

事業費累計 72,752 91,149 110,998

一般
財源

予算
決算

31,497
事業費

予算 28,300 21,300
18,397 19,849 31,479

29,500
決算 24,456

（単位：千円） 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成25年度平成24年度
22,300

目標値

事業費

現状値
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

人

300 200 224 234 252

指標 フォレストサポーター養成人数 単位

平成27年度

225 内線

評価
課題 県民の理解の推進
施策 多面的機能の持続的発揮に向けた多様で健全な森林の整備・保全

組　　織

4810

施策・課題の状況

森林管理課
根拠法令
・計画等

職・氏名 専門員　日向　潔美
電話番号 076

県民共有の財産である森林を社会全体で支えることが大切であることから、森づくりに対する県民の
理解の増進と県民参加の森づくりを推進する。

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1642
事務事業名 いしかわ森林環境基金事業（ソフト）

事業開始年度 H19 H28 作
成
者

項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性
（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性
（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）
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事業の背景・目的

事業の概要
（１）事業内容

①苗木育成を行う生産者を育成
②効率的な苗木生産方法の導入による供給力の強化

（２）事業主体
県

これまでの見直し状況

事業費累計 0 0

3,740

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

0

項目 評価 左記の評価の理由

9,584
評価

予算
決算

9,584
決算

事業費
予算

事業費
（単位：千円） 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

現状値
ha

30.0 1.0 1.5 2.5 4.3
平成25年度

目標値

4812

指標 抵抗性クロマツ植栽延べ面積 単位

平成32年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

施策・課題の状況

事務事業名 抵抗性マツ生産力強化事業
事業開始年度 Ｈ２５

根拠法令
・計画等

いしかわ森林・林業・木材産業振興ビジョン２０１１

森林管理課

076 225

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1646 内線

Ｈ２７ 作
成
者

組　　織
職・氏名 課長補佐　横間　直樹
電話番号

　県内における松くい虫被害により枯損した海岸林の復旧等に必要な抵抗性マツは、年間３万本に及
ぶが、県内の苗木生産状況を見ると、平成２４年度においては約９千本の供給にとどまっている。また、
東日本大震災で被災した東北地方の海岸林の復旧のため、今後ますます抵抗性マツの必要性が高ま
ると予想される。
　一方で、県内の苗木生産者の高齢化や後継者不足が急速に進み、供給する苗木の生産体制が崩壊
しつつある状況となっている。
　抵抗性マツ苗木の安定供給体制を確立し健全な海岸林の保全に資するため、新たな苗木栽培技術
を習得する研修を実施し、抵抗性マツを中心とした生産者の育成を図るとともに、県緑化センター苗畑
の一部を活用し、高齢化する苗木生産者の当面見込まれる供給力不足を補完する。

一般
財源

課題
施策 多面的機能の持続的発揮に向けた多様で健全な森林の整備・保全 評価

県民の生活環境を保全する海岸林の再生
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事業の背景・目的

事業の概要

高性能林業機械整備 小松市 フォワーダ １台
小松市 フォワーダ １台

グラップル １台
金沢市 ハーベスタ １台
七尾市 グラップル １台
志賀町 フォワーダ １台

木材加工流通施設等整備 加賀市 プレカット加工装置 １台
加賀市 木材割機 １台

ペレット製造機 １台
小松市 ツインバンドソー １台

チッパー １台
能美市 プレカット加工機 １台

フィンガージョイント加工機 １台
白山市 プレカット加工機 １台
金沢市 モルダー １台

製品保管倉庫 １台
輪島市 焼却炉付き温水ボイラー １台

これまでの見直し状況

市町区分

　　地球温暖化防止に向けた森林吸収目標の達成と木材・木質バイオマスを活用した低炭素社会の
実現が求められる中、森林整備・林業活性化基金を設置した。平成２４年度からは、東日本大震災によ
り被害を受けた住宅等の再建など、震災復興に必要な木材を安定的に供給することを目的として、引き
続き間伐等の森林整備の促進と間伐材等の森林資源を活用した林業・木材産業等の活性化を図る。

100 56 58

評価 左記の評価の理由

事業内容

0
0

1,133,034 1,521,045

0

今後の方向性
（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

項目

決算
一般
財源

予算

評価
事業費累計 35,528 569,532 834,452

00 1,398

事業の有効性
（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

00 1,398

264,920 298,582決算
事業費

35,528 534,004
予算 39,000 539,476 388,011265,250 298,582

平成21年度

台

事業費
平成24年度 平成25年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

高性能林業機械の導入台数 単位

58 66

評価

現状値
指標

225

課題 零細な伐採業者等の組織化の支援
施策 森林の健全な育成と木材の安定供給を担う林業の再生・飛躍

電話番号 076

（単位：千円） 平成21年度 平成22年度 平成23年度

施策・課題の状況

平成32年度
目標値

作
成
者

組　　織

4817

森林管理課

内線

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1643
職・氏名 主任技師　浅沼　健一郎事務事業名

森林整備･林業活性化基金事業
(高性能林業機械の導入、木材加工流通施設等整備)

事業開始年度 H21
根拠法令
・計画等

石川県森林整備・林業活性化基金条例

H26
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事業の背景・目的

事業の概要
（１）事業内容

安定取引協定に基づく間伐材の運搬（運搬距離は５０km以上）に要する経費に支援

（２）事業主体
石川県森林組合連合会、県内製材業者等

（３）補助率
定額

単価 ： 運搬距離が５０km以上１００km未満 １ｍ3当たり１，０００円
運搬距離が１００km以上 １ｍ3当たり２，０００円

これまでの見直し状況

事業費累計 0 0

人工林資源の成熟化に伴い、利用可能な間伐対象森林が増加している。このような中、加賀流域の製
材工場や能登流域の合板工場等において間伐材の需要があるにもかかわらず、運搬に係る経費等の
理由から、供給がされない等の需給のミスマッチが生じている。このため、加賀から能登への間伐材の
運搬や、能登から加賀への間伐材の運搬に要する経費へ支援することで、間伐材の安定供給体制の
整備を図る。

0

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

0

項目 評価 左記の評価の理由

40,000
評価

決算
予算

事業費
予算 40,000
決算

（単位：千円） 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

4817

指標 間伐材生産量（年間） 単位

平成32年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

施策・課題の状況

事務事業名
森林整備・林業活性化基金事業
（流通経費支援）

事業開始年度 Ｈ２５
根拠法令
・計画等

石川県森林整備・林業活性化基金条例

森林管理課

076 225

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1643 内線

Ｈ２６ 作
成
者

組　　織
職・氏名 専門員　川野　健吾
電話番号

一般
財源

課題

現状値
m3

166,000 58,878 57,171 63,298 78,294

施策 森林の健全な育成と木材の安定供給を担う林業の再生・飛躍 評価
原木流通の合理化

平成25年度
目標値

事業費
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事業の背景・目的

事業の概要
（１）事業内容

（２）事業主体
県下４森林組合（かが・金沢・中能登・能登）及び石川県森林組合連合会

（３）補助率
定額

これまでの見直し状況

決算

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

左記の評価の理由

2,000
評価

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

0

項目 評価

0 0事業費累計

予算 0

平成25年度

事業費
予算 2,000
決算

現状値
組合

目標値

0 0
平成25年度

森林管理課

076 225 4817

単位

平成25年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

職・氏名 主任主事　神崎　久子
電話番号

施策・課題の状況

事務事業名
森林整備・林業活性化基金事業
（森林組合経営診断）

事業開始年度 Ｈ２５
根拠法令
・計画等

石川県森林整備・林業活性化基金条例

評価
森林組合の組織経営基盤の強化

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1643 内線

Ｈ２５ 作
成
者

組　　織

　木材価格の低迷・下落等により、持続的な林業生産活動の実施に支障をきたす状況が生じている。こ
のような状況に対応するため、変動する原木需要に応じた機動的な生産に対応できる森林組合を育成
するため、森林組合の経営ビジョン・中長期計画を作成し、健全で強い経営基盤体制を構築する。

課題
施策 森林の健全な育成と木材の安定供給を担う林業の再生・飛躍

指標 経営ビジョン・中長期計画の作成組合数

5 0 0

　健全で経営基盤の強固な森林組合を育成するため、中小企業診断士による経営診断、助言・指導
等に支援

一般
財源

事業費
（単位：千円） 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度



- -

事業の背景・目的

県民への森の役割や木の良さ等の普及啓発、木材需要の大部分を占める住宅分野における県産材
の需要拡大等を通じて、林業・木材産業の活性化、健全な森林の育成、環境と調和した循環型社会の
構築を図る。

事業の概要

１　事業内容
（１）　「石川の木材」普及啓発事業

・ 学童や県民を対象とした木工作教室の実施
・ 森林作業現場から木材加工、住宅の一連を見学するバスツアーの実施
・ 県産材を活用した「住まい」の提案として展示開催

（2）　「いしかわの木が見えるたてもの推進事業」 
・ 施主が県に登録された「いしかわの木が見える活用例」を採用し、県産材を一定以上使用した

住宅等の取得者への助成
・ 県産材の需要拡大に貢献した工務店を表彰

２　　事業主体（交付対象者）・補助率
（１）　石川県木材利用推進協議会 （１／２（県１／２））

（2）　県内で自らが居住するために、住宅を新築、増改築又は購入するする者住宅等を建築又は購入する者 （県産材使用量５m3～10m3:定額１戸当たり　８万円）
（県産材使用量10m3以上　:定額１戸当たり１２万円）

県 （定額２０万円）

これまでの見直し状況
　「いしかわの木が見える家づくり推進事業」（H21～H23）から平成24年度より「いしかわの木が見えるた
てもの推進事業」に名称変更し、補助対象に住宅以外の店舗等を追加。また県産材の使用量に応じ補助
金額等優遇措置を設定

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度 作
成
者

組　　織
根拠法令
・計画等

H16

電話番号

課題
評価

良質な県産材製品の供給体制の強化
施策

225

指標

主任技師　浅沼　健一郎

現状値
社

目標値

再生可能資源である木材の利用促進と木材産業の活性化

県産材使用住宅メーカー数

内線

単位

施策・課題の状況

平成24年度

1643 4817

平成22年度

事務事業名 「石川の木材」利用推進事業
事業開始年度 森林管理課

いしかわ森林・林業・木材産業振興ビジョン２０１１
職・氏名

平成21年度

076

230 113 154 177
平成32年度 平成25年度平成23年度

11,984

平成21年度

8,100 17,900
平成23年度 平成24年度

194

事業費
（単位：千円）

評価

平成22年度

59,368

平成25年度

11,984 10,658
10,700

10,70010,700

7,846

10,658

70,026

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

一般
財源

6,900
決算

評価項目

事業費累計 47,384

6,900
事業費

80,726

8,100 17,900

39,538

10,700
決算 7,846
予算 6,900

予算
6,900

左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）
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事業の背景・目的

事業の概要
（１）事業内容

木造公共施設整備（県市町が行う県産材を使用する公共施設）
①保育所 １棟 （宮竹保育園：能美市宮竹町地内）
②公衆トイレ １棟 （宝達志水町敷浪地内）
③教室内装木質化 ４箇所
　（鞍月小学校図書室、千坂小学校音楽室、西南部小学校音楽室、東浅川小学校多目的ルーム）

（２）事業主体
①能美市
②宝達志水町
③金沢市

（３）補助率
定額（１／２）

これまでの見直し状況

電話番号

一般
財源

　県産材利用による、波及効果や展示効果の高い木造公共施設の整備に助成することにより、県産材
の利用促進を図る。

課題
施策 再生可能資源である木材の利用促進と木材産業の活性化 評価

公共建築物等における県産材の利用促進

225

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1643 内線

Ｈ２５ 作
成
者

組　　織
職・氏名 主任技師　浅沼　健一郎

平成24年度

施策・課題の状況

事務事業名
森林整備・林業活性化基金事業
（木造公共施設整備）

事業開始年度 Ｈ２１
根拠法令
・計画等

石川県森林整備・林業活性化基金条例

森林管理課

076

目標値

4815

指標 公共建築物等における木造率 単位

平成32年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成25年度

現状値
％

15 2 9 11 3
平成25年度

事業費
予算 5,328 0

事業費
（単位：千円） 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

0 0 55,197
決算 5,328 0 0 0
予算
決算

5,328

項目 評価 左記の評価の理由

60,525
評価

事業費累計 5,328 5,328 5,328

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）


